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要 と己
臼

留学の初期段階にある就学生は、他のどの段階にある留学生と比べても、心身や生活の不安定さから、

よりきめ細かなサポートを必要としている。にも関わらず、そうした就学生の現状や問題点については、

これまでほとんど顧みられることがなく、研究成果にも乏しかった。そこで本論文では、就学生・卒業

生・日本語学校関係者の 3者に対して行った面接調査をもとに、日本語学校及び留学制度それ自体の抱

える問題点を探る。

[キーワード:ソーシャル・サポート、日本語学校中国人就学生、要望、間接調査]

Abstract 

Due to the instability of the physical and mental condition of Chinese students during the initial stage of 

learning in ]apan， there is a need for more intensive support from society than at any other stage of learning. 

However， little attention has been paid to Chinese students' issues and conditions in this initial stage of learn脚

ing. Because there are few studies to be found in this field， the authors explore some issues in ]apanese lan-

guage schools and the system in which Chinese students study abroad by conducting interviews and surveys of 

current students， graduates and staff in these schools. 

[Key words : social support， Chinese students at ]apanese language schools in ]apan， requests， interview sur-

veyJ 

1.背景

近年、世界各国は留学生関連産業の拡大、文化交流や

人材篠{呆などの目的から官学生教育に力を入れ、外留か

らの留学生を争奪しあう状況にある(例えば、核1B，2006

等)。このような淑流の中で、日本では 1983年に発表さ

れた「留学生 10万人計画Jに51き続き、 2008年 1月日

日に開かれた第 169回国会の施政方針演説において、当

時の福田首相が2020年を臼処に留学生 30万人を受け入

れるプ王室十を表明した(設相官邸， 200針。

また、 rr留学生.30万人計画j骨子J(文部科学省・外

務翁・ i三会務省・厚生労働省・経済産業省ー国土交通省、，

2008) ~二よると、日本の「弘J 30万人計廊Jは fグ
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ローパル戦略」を展開する一環として位置づけられ、優

秀な留学生の獲得や諸外国に対する知的国際貢献などを

目指しているという O

一方、現実問題として日本では世界最速の少子化に伴

う人口減少が始まっており、高齢化や労働力不足に伴う

経済活力や社会保障市Ij震の崩壊といった「人口危機jに

直砲している。この問題を解決するために、 rr留学生 30

万人計繭jの骨子J取りまとめのための検討事項(案)

(文部科学省， 2008)では、 f哲学生という若者の活力が

少子高齢化を迎えた我が国又は地域を活性化」するとい

うことも「留学生 30万人計画」の意義としている。

さらに、日本の人口問題に関しでは、自民党の「外国

人人材交流推進議員連盟の提言素案のポイントJにおい



て、 1000万人の移民を受け入れるべきであるという

がなされている(小川， 2008) 0 移民を受け入れる際に、

日本語や日本の文化などの問題は重要な課題になると考

えられるので、日本で学んだ、留学生を受け入れることが

最良の方法であろう。そのため、 ヒ記の提言の中では官

学生を「高等人材」として重視しており、 f官学生の 30

万人政策Jを見直し、 2025年に向けた「留学生 100万人

計磁jさえ掲げている O

このように日本における留学生の受け入れは閤際競争

力の維持・向上や文化交流などの肯定的な意味のみなら

ず、少子高齢化による人口問題の対策という意味も有し

ている。従って、留学生の受け入れは日本が取り緩まざ

るを得ない課題ともいえ、今後ますます拡大すると考え

られる。 -1J、異文化環境に身を置く留学生は、その閣

の一般学生と比較して新しい環境への適応など多様な課

題を抱えており(例えばBochner，1972)、留学生の受け

入れに当たっては彼らに対するサポートが特に検討すべ

き課題となる。

2.問題の所在と先行研究

2.1 就学生というカテゴリー

1:1本における外国入学生を対象とした研究では、概ね

外国人学生を在学中の学校種によって大学・大学院に在

学する留学生、専門学校に在学する留学生、及び日本語

学校に在学する留学生の 3種に分類している(例えば、

部・深田， 1995)。ここでの日本語学校とは日本へ留学す

る外出入学生の言語上の問題を克服するために設置され

た言語教育機関のことである。

多くの私費留学生は、日本語学校などで 1~ 2年間学

んでから iヨ本の大学・大学院や専門学校に進学するの

で、日本語学校の在学期間は彼らの日本での留学:の初期

段階として位置づけられる。このような外悶入学生のほ

とんどは日本の大学・大学院に在学する一般留学生(以

下、「一般官学生Jと表記)とは違う「就学ピザJを持

ち、就学生と呼ばれている。来日の初期段階にあり、進

学の重圧がかかるなどの状況下で、彼らはより多くの適

応開題を抱えていると考えられる O そのため、外国人学

生に対するサポートを考えるに当たっては就学生に対す

るサポートに特に注目すべきであろう。

2.2 先行研究

加賀美(1994)は、就学生は大学受験の結果によって

は哲学生の在留資格が得られないなど、特有の心理不安

を持っていると指摘している。岡・深田(1994)の研究

では、一般哲学生と比較して就学生の場合は勉学上の問

題などに関する悩みが多いという結果が示されている O

また、主観的幸福感において中国人就学生と中間人一般

留学生を比較した郎 (2009b)の研究では、得られた

「積極的展望J、「生活充実感j、「情緒的安定Jの3因子

及び尺度の総得点において、会て就学生のほうが劣ると

いう結果が示されている。これらの研究結果から、就学

生のほうが多くの問題を抱えており、彼らに対してより

強力なサポートを提供すべきであると考えられる C

これは祭者による実際の調査結果とも一致している C

例えば、 2004年5月6日にEl本での就職を希望している

中間人官学会このために平縮問大学で、開かれた就職活動の

勉強会があり、そのjおで筆者は「日本語学校、専門学校、

大学、大学院の各段階の中で、どの段階が一番サポート

を必要とするかj という質問を行った。それに対して回

答した 20人のうち、 9割にあたる 18人が日本語学校の

段階であると答えた。残りの 2人は就学生の経験を持っ

ていないので「分からない」と答えた。さらに、 2004年

4 月 ~7 月の 3 か月間、日本語学校を卒業して a 本の大

学あるいは大学院に在学している中間人留学生時名に

対して上記と同じ質問で商接調査を行った結果、全員が

日本語学校段階の社会支援が最も必要であると答えた。

また、就学生に対するサポートを考える場合、もう一

つ見逃しではならないことがある。それは就学生のサポ

ート源が乏しいという問題である。 6条件、 3タイプ、 2

領域のサポート源において、中国人就学生と中国人一般

留学生を比較した郎 (2009a)は、全てのカテゴリーに

おいて有意差を検出し、就学生のサポート源が乏しいと

いう結果を示している。この結果は受けたサポート源の

人数、知覚されたサポート源の人数、及び学校内、学校

外、学校内・外の合計のサポート源の人数の全てについ

て成立しており、就学生ではサポート源が乏しいという

問題がより深刻であることが明らかになった。これを踏

まえて考えると、就学生の学校や公的機関などの外部環

境からのサポートがより一層必要となると考えられる。

しかし現実には、彼らをサポートする環境は十分に整

っているとは苦い難い。例えば、「留学Jと「就学jの

在官資格が|唆別され、アルバイト時間・学割・奨学金・

授業料免除等に関して格差があり、会て就学生の方が厳

しい(間・深間， 1995 ;浅野， 2004)。そのため、「来日

後の一番つらい時期に一番フォローがないjと不満を抱

える就学生がいる(浅野， 2004)。

また、伊能 (2004)は i(大学の)官学生に対する支

設は、現在では制度的にも保滋された専門的なサーどス

としての『官学生支援jとしてとらえられつつある

日本語学校においてはこうした認識の変化が未だ、生じて

いないjと指摘している。これらの研究や論説から、現

時点では就学生へのサポートに関してはまだ改善すべき

点が多く存在するといえる。
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3 .本論文の昌的

以上により、就学生へのサポートに関する検討は重要

な意義を持っと忠、われる。しかし、日本では就学生に対

する調査{上ト分とはいえない。まず、日本では留学生に

対する調査が実施されてはいるが、そのほとんどは就学

生を立す象者としていない。例えば、日本学生支援機構が

21:f三ごとに日本全国の私費習学生に対して大規模な調査

を行っているが、その中には就学生が含まれていない。

また、これまでの訴査の多くは、質問紙という形で実施

されているが(例えば、間・深田， 1995)、この方法は研

究者?が用意した変数のみが分析対象とされるという限界

がある (Tashakkori& Teddlie， 1998) 0 

このような限界を排するためには、就学生へのサポー

トの問題点についてより幅広く情報を収集する必要があ

ると思われ、面接調査のような定性的な調査法が望まし

いとし9ミえる。そこで、本論文では間接調査によって、日

本語学校の就学生へのサポートに関する具体的な問題点

を見つけ出し、その改善に向けた有益な示唆を提供する O

4 .調査方法

務]査に当たっては、以下の 2点に配属した。まず、当

事者である現役就学生(以下、「現役Jと表記入日本語

学校の卒業生(以下、「卒業生j と表記)のみを対象と

した場合、意見が係ってしまっ恐れがあるので、この問

題をj珪けるために、本面接では臼本語学校の教師・事務

員、臼本語学校の経営者など(以下、「関係者Jと表記)

も諦査対象者とした。

また、文化的背景、生育環境、受けた教育などによっ

て、留学生が~、要とするサポートも異なってくると予想

される (脂・深田， 2002)。そこで、文化差異の要因を考

慮して、本研究での就学生とは在日就学生において出身

者の割合が最も高い中国大陸出身者(財団法人日本語教

育振興協会， 2008)のみを対象とした。

本調査の具体的な方法は以下の通りである。

実施期間 2008 年 6 月 ~9 月

罷査協力者 「現役J10名、「卒業生J24名、 f関係

者J12名(数m!iと事務員 7名、経営者 5名)に対して調

査を笑施したc 以上の調査協力者のうち、「現役jは4

校の日本語学校に、「卒業生Jは 15校の日本の大学に、

「関係者Jは7校の日本語学校に所属していた。詳細は

表1.1C'コ通りである。

就学生サポートの改善に向けて

手続き 調査協力者には調査の趣旨及び調査協力者の

名前や学校名などは使用せず{厨人情報を短筈しないこと

を説明した上でイ閤人面接を行った。面接においては、

者が事前に準備した質問を提示した後で、調査協力者に

自分の経験を踏まえて就学生へのサポートに関する問題

点及び改善要求を述べてもらった。面接に当たっては調

査協力者の回答を調査者が記録すると共に、必要に応じ

て録音も行った。面接時間については特に制限をしなか

った。

菌接の質関 本論文の目的に治って調査協力者に「就

学生に対するサポートについて改善すべき点はどこ

か?Jという質問を行った。なお、菌援では他の 3つの

質問と合わせて実施したが、それらの呂的は本論文と異

なるのでここではその説明を省略する。

5.調査の結果

K]法(111喜田， 1967) に従い、間接で符られた回答は

質問の主旨にそぐわないものを徐外した j二で、個々の内

容にラベルを付し、同じ内容、類似した内容のものをグ

jレープ化し、これを繰り返すことによって収集した情報

をまとめた。結果は図1.1の通りである。

この摺に示されているように、ミクロ環境である「日

本語学校への要望Jとマクロ環境である「就学生制度へ

の要望Jの2つの大きなカテゴリーに、さらに前者につ

いては「就学生の管理J、「生活支援」、「交流」、「学習支

援」、「教師への期待」の 5つの下位カテゴリーに、後者

については「就学生受け入れ政策Jと「留学生全体への

支援」の 2つの下位カテゴリーに分けられた。以下、そ

れぞれについて説明する O

まず、 f就学生の管理」についての問題点及びその改

善要求は、就学生の「状況の把握jと入学時の「学生の

選抜」に分かれていた。詳しくは表1.2にまとめた。情

報源を区別するために、現役を r. J、卒業生を「ム」、

関係者を rOJと表記する o ()内は問答者数である。

以下の表も同様である。ここでは、より詳細に学生の状

況を把握するために、あるいはより正雄に学生を選抜す

るために、就学生本人のみならず、彼らの親まで視野に

入れる必要があるという指摘に注目すべきであろう。

「生活支援jについての問題点及びその改善要求は、

関1.1に示されているように「アルバイトム「直接的な

経済支援J、「住居j、「施設Jの4つに分かれていた。こ

れを表1.3にまとめた。

'1< 1.1 調査協力者の内訳

調査協力者 性別(1)5/女 51'- 約

現役 4/6 19後-27$友

卒業生 11113 20 i夜九 36政
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滞在期間

3か月九 18か月
25か月九 72か]J

勤務年数



惨状況の把握

惨学生の選抜

就学生受け入れ政築

念アルバイト 惨不十分 @授業の内容 審教sijiの等門性 @一般留学生との比較

⑧遭銭的な経済支援 惨過剰 @進路 @留学生への翠解 惨就学生に特有な政策

@住居

@施設

関1.1 就学生に対するサポートを改装すべき点に関するコメントの機造

表1.2 就学生の管理」についての問題点及び改装~求

問題点 改装~求

①状況の
ム学校l立学生のニーズに ム学校側l立学生とより多くのコミュニケーションをとる必要が
対する:f~t屈が足りない ある(1人)

'11巴tlil ( 2人) ム日本語学校と学生の綴との巡携を強化すべきである(l人)

-ム日本語学校の学生の .L:，.学生の選抜;!，l5~をや指導方法ーを設定する必要がある(2人)
学力はばらつきが大 .L:，.より王子'1ミの状況を犯援するために、日本に来るi1ijに学生だけ

②学生の
きい(3人) ではなくその親に対しでも街援安行うべきである (2人)

選抜 ム学校の中でお金を稼
ぎたい人と勉学した ム絡7J1jに対応すべきである(4人)
い人が両方いる(4 
人)

表1.3 生活支援Jについての問題点及び改接要求

問題点 改善要求

ム情報の不足(6人)
ωム学校は就学生により多くのアルバイトに関する情

長まの不足 -ム紹介する件数が少ない
( 5人)

報を提供すべきである(10人)

①アルバイト .L:，.紹介されたアルバイト -就学生の状況に適したアルパイト(臼本諾ができな

は就学生の授業待問に くても良い、仕事の時間と授業の時間とがぶつから

就学生に ぶつかる(2人) ないなど)を紹介してほしい(2人)

不適切 -ム紹介されたアルバイト -就学生に仕事を紹介できるよう日本諸学校はmJりの
には高い臼本語能力が 求人先とi引先すべきであるは人)
必要(2人)

.0学Zそが高い(3入)
日本話学校の学授を安くしてほしい(l人)

く〉大学の寺会後を下げてほしい(2人)
?査の不足 ..曲白世旬h 曲曲幽畠圃合ーーーーー喧ーーーーーーーー色合企合M

幽骨骨凶酔--再開司喧喧 a合唱勘助働幽骨骨岨陸幽陸幽姐出歯ー恒雄輔骨骨掛睦酬静静--静骨事司...宇有明R宇胃再軍帽--司"・..
ム就学生への奨学会が少

ム就学生への奨学会を噌やしてほしい(4人)
@夜接的な ない(4人)

経済支援

方法の不
-より就学生の状況を考慮すべきである。例えば、学

.t是供:lji去が不i麗切(l人) rkJの奨励金は百五品券等だと使い道が限定されるので、
)@1切さ

現金で波してほしい(1人)

-ム住民がない(3人)
ム学校が;就学生の保証人になるべきである(2人)
-学生寮を提供してほしい(2人)

居住環境
ム部屋が小さい(3人) .L:，.安い不動産の情報を提供してほしい(3人)

-音I¥fl霊が不衛生。例えば、
開何事.軍曹関司'ーー骨司再開----司押司・--ーーー・..幽怯凶州静静伸明事担帽骨 F 明朝--帽--骨ー.. 齢暢

③ 住民 ゴキブリやねずみが多 -待i~主的な宝寺を提供してほしい(2人)

い(2人)

詐欺行為
ム来日前の説明と異なる

ムj}:i1~手システムを確立すべきである(3人)( 3人)

.L:，.インタ ネットが経係i

されていないc f列え[工、
学校にはパソコンが4

ムコンビュータ一室などを設佼してほしい(3人)
施設の不 fすしかなく、そのうち

@施設
整担Ii 2長Tが壊れている。↑止

能も良くない(3人)
ー噌合ーーー--.ー』色司ーーー--.ーー--.宇----

ム食堂を設置し、より安くて栄養のある食事を提供し
ム食堂がない(2人)

てほしい(2人)
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{ア jレバイトJについては、面接で「もしアルバイト

を見つけられなかったら、帰国しなければならなかったJ

と述べた国立大学医学部の留学生もおり、経済的リソー

スとしてアルバイトが相当重要な存在であることが分か

ったC またこれについては、主に情報や紹介件数が少な

いなどの量的問題、及び仕237の時間が就学生の授業時間

にぶつかるなどの質的問題が取り上げられた。

また、「アルバイトJについては、問題点と改善要求

のみならず、アルバイトを必要とする理由についても多

くの回答者が言及した。その中には、「経済的な困窮か

ら犯罪に走ってしまう」や「学生が生活の基盤を築く必

要があるjのような経済的側面を重んじる意見のほかに、

「自分の家がお金を提供してくれるかどうかに関わらず、

自立したいJ、「アルバイト先で授業で学んだ日本語を練

習する」、「アルバイトを通して外部の人と知合いになり

たいj などの意見も含まれていた。

このように、アルバイトの提供は単に就学生の経済的

な問題の対策のみならず、日本社会でのサポート・ネッ

トワークの構築や、日本社会に適応する雷詩的スキルの

訓練などの積極的な意味も持っている。これらによれば、

アルバイトに関して日本語学校は就学生に対しより強く

サポートすべきであるということがいえよう。

ただし、アルバイトをやればやるほど良いという短絡

的な考え方は危険であろう O 例えば、ある日本語学校の

教師は次のような反対意見を述べている。

「日本語学校の悲学期間は長くても 2年間しかなく、

大学で勉強するのに必要な日本語を身につけるには時聞

が足りないので、アルバイトをする余裕はないと思われ

る」

もちろん、単に机上で勉強するだけというようなやり

方は良くないし、奨文化に適応するためのスキルを実銭

を通して習得する必要もあろう。上のような意見も参考

に、アルバイトの紹介については本来の目的である学業

に差しs'iiiらない程度にするという前提を設けるべきであ

ると思才コれる。

また、 「直接的な経済支援Jについては、「大学の学費

が高いため、進学するのを諦めた人がいたjなどのよう

な事例もあったので、就学生に対して直接的な経済支援

就学生サポートの改善に向けて

を行うことも重要であると思われる。ここでも、学費が

高いなど支援に関する量的問題や、提供方法が適切で、は

ないというような質的問題が存在することが示された。

「住居jについては、ある日本語学校の教師の「就学

生は大体狭いところに住んでいる。引越しを手伝う時に

いつも駐車できなくて悶った」というコメントから、就

学生の居住環境の悪さが窺えた。その他には「音11麗が小

さいJなどのような「居生環境J、あるいは「来日前の

説明と異なるJなどのような「詐欺行為J、及びその改

善要求が挙げられた。

「交流Jに関する自答はそれほど多くなかったものの、

表1.4にあるようにその評価は「不十分」と f過剰jの

南極に分かれていたことが特筆される。そこでは、日本

語学校の先議や教師などとの「学校内の交流」から、大

学の教授や地域住民との「学校外の交流jまで昭広く取

り上げられ、「不十分」と答えた就学生から、それぞれ

に隠する前向きな提案が多くあった。他方、「過剰j と

答えたある就学生は「イベントが多すぎて、全部参加す

ると勉強の時間やアルバイトの時間がなくなるので無務

である」という意見を述べた。このことから就学生の勉

強や経済的状況を十分に理解した上で、適度に交流イベ

ントを取り入れることが重要であるといえよう。

「学習支援Jについての問題点とその改善要求は、図

1.1に示されているように「授業の内容J及び「進路J
の2つに、話j者はさらに「カリキュラムjに関するもの

と「奥文化適応jに関するものの 2つに、後者は「進学

情報J、「相談」、「就職支援jの3つに分かれていた。こ

れらを表1.5にまとめた。

このように、「学溜支援」に当たっては f授業の内容j

においても「進路jにおいてもまだ多くの問題点が存在

することが分かり、改善する余地が大いにあるといえる。

ここでは、特に f進学などの相談が不十分で、あるJとい

った意見を多くの就学生が述べているので、相談員の設

費などのような「相談j機能をより多く日本語学校に取

り入れる必要があることが示された。これは注目に値す

るであろう。

「教師への期待」については、「先生と一緒にいる時

は姉と一緒にいるような感じがするjのような肯定的な

表1.4 r交流」についての問題点及び改議要求

問題点 改替要求

ム学校内の交流がない
ム日本の文化-歴史等について学校内の大クフスでの授業

(3人)
を設けるべきであるけ人)

ムクラスflijの交流パーティーをfJ号館:してほししベ 2人)
不十分

ム学校外の日本人との
ム日本人大学生との定刻的な交流会を開催してほしい(3 

ヲλ匂、i1rLし 交流が足りない(4 
人)

人) ム日本人の2誌での体験イベントを開催してほしい(1Al 

ム学校に日本人のボランティアを招いてほしい(1人)

i品約
-イベントによる学務へ

-イベントを減らすべきである(1人)
の支障(1人)
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表1.5 学潔支援jについての問題点及び改善姿求

問題点 改談要求

ム写生11iJのちをカレベルの
ム学生のレベルに合わせてクラスを分けてほしい

ぱらつきが火きい(6 
人)

( 6人)

ーーー・，骨司司P・----.".司・圃M・4峰骨...匹宇骨骨"‘明司向..降骨匹『匹事'‘'明・o凝夜のカリキュラムの

カリキュラム
設定は 10月生に適用 く)10月生に適用できる教材を新たにw成すべきで
できない吉|け子もある ある(1人)
(1人)

①授業
英誌やJlll科などの試験

・ーゆ怯 -------匹匹明司・--‘F・・.--ー，俸 制 -- ・・圃・

の内容
があるが、それに泌す . fll学試験に合わせて授業を開設してほしい(2人)
る指導がない(2人)

日本文化の紹介が少な -日本文化についての説明を談義に入れてほしい

い(2人) ( 2人)
--ーー--. 4除 却 『匹・. .・ー--・--.‘----場 ーー・..‘事亭

異文化適応 学校で学んだ言葉は~t
i舌にあまり使われてい

-より生活に役立つ言葉の指;if.を光災させるべき

ない(3人)
である(3人)

-ム進学のt旨話3Aや資料が ム進学するには、どんな本を読めば良いか、仰を

不十分(5人) 機器IJすれば良いかが分かるような情報を提供す

-進学の参考:l}.i:-;jr不十分 べきである(5人)

(3人) -五支菊?の進学資料や参考主jを提供してほしい(3人)
園町・ーー司・齢世幅値骨骨幽幽幽』曲・--.・峰幽副・--.ー-------世.値 e ・..“齢--‘..

A資料だけでは、大学
進学情報

の状況や特色が分か
ーム各大学の担当者を招き、定期的に説明会をIlflい

らない(4人)
てほしい(4人)

ム入学:試験や資格試験の ム8本務自主力試験 I級のテープなどの資料を充災

参考会が不足している させてほしいは人)

( 5人) ム鴎lli:鉛を設i註すべきである(5人)

ム日本詩学校を卒業した
②進路 後、何をしたら良いか

分からない(3人) ム専門の相談員をi泣いてほしLベ6人)

ム大学の指導教1f[と自分 ム生活閣の問!辺、法律相談、心、週lなどについて粉

相 談
の関心が合致するか心

~~tできるように相談室を設綬してほししベ 5 人)
配(3人)

ム専攻選択で迷う(5人)
ム中国語ができるようなカウンセラーを設いてほ

しい(4人)
ム人g三の設計ーについて助

ムチューター制度を導入すべきである(3人)
言ぎしてくれる人がいな
い(4人)

就総支援
ムο就税者に対する支援

ム0主主総'['i'i卒Rを提供してほしい(2人)
が少ない(2人)

表1.6 教師への期待jについての問題点及び改替要求

問題点 己主持要求

-数学の先生は授業の前にAlfjlftlをしてお

らず、授業にl:Hて初めて解答1ii.去を考
-教郎に対する研修を強化すべ

業務態度 えることもあった(1人)
きである(2人)

くE数約の
ムある教師の談義はおしゃべりばかり

ム常勤務自ifIを佼くべきである

専門性
であった(2人)

( 3人)

英語の先生の発表が良くない。 (2人)

業務水準
ム私たちとのコミュニケ ションをす -授業の水擦をj二げてほしい

る11寺に、通じたら終わりである O 問j ( 5人)

違えてもll1:li:話してくれない(3人)

学生への
.'"学生の生活lこ無関心(2人)

ーム定期的{こ学生の悩みをIlflい
てほしい(2人)

無関心 ム先生は非常勤なので、大体授業が終 .'"常勤談(:i!iをまtくべきである

②就学生 わったらすぐ 1'~} る( 2人) (2人)

に対する ム{弱 j主を持っている。 iJ~ え IJ、学校経営
理解 者i土中関人がずるいという先入観を

学校内差別 持っている(2人) ム学校内で各悶の学伎を平等

ム救出jilま欧米からの学生と14'が良い(2 
に扱うべきである (4人)

人)

問 答も多くあったが、「教師をレベルアップする必要が

あるJのような否定的な罰答もあった。「教師への期待J
に際する問題点及び改善要求は「教師の専門性」と[就

f学校内差別」とに分かれていたc これらを表1.6にまと

めた。

この結果をみると、日本語学校の教師・事務員のレベ

ルアップにはまだ大きな課題が残っているといえよう c

ある卒業生は[夜、の学校の先生はどこにも就職できない

に対する理解」の 2つに、 JVjo首はさらに「 業 務 態 度J
と f業務水準jに、後者はさらに「学生への無関心Jと
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就学生サポートの改善に向けて

ような人間であったJと述べており、この課題の深刻さ

が裏イ寸けられた。学校の教育機能から考えると教師の専

門性が最も基本的な部分となるので、その恭盤がしっか

り構築されていないことは日本語学校の教育機関として

の本質的且つ重大な欠陥であると忠われる O 今後特に力

を入才工るべきであろう。ただし、これらの問題の中には

日本言ft学校の力だけで解決できないものもあるので、そ

れについては次の「就学生制度への要望」で述べる。

いと考えられる。それにも関わらず厳しい規制の下にお

かれては不満を抱くことは当然であろう。そこで、就学

生と留学生とを政策的に…本化する必要性が提起される

わけである(例えば、増谷，2008等)。 ー歩進んで、一般

留学生と比べて就学生はサポート源においてもより不利

な状況にあるので、留学生以上のサポートを提供すべき

であるという意見も成り立つ。

次に、「就学生に特有な政策Jについては、幾つかの

問題点が取り上げられたが、そのうち、「入国審査が急

に厳しくなる場合もあるJという問題には特に注目すべ

きである。「就学生に特有な政策」について、ある日本

語学校の経営者から次のようなコメントを得た。

「就学生制度への要望」については、「就学生受け入れ政

策Jと「留学生全体への支援jの 2つに分かれていた。

「就学生受け入れ政策jはさらに f一般留学生との比i絞」、

「就学生に終有な政策」に分かれていた。これらを表1.7

にまとめた。

まず、「就学生受け入れ政策jの「一般留学生との比

較Jでは、就学生受け入れ政策の問題として一般留学生

に対する制度と比較して制約が多いという内容が多く取

り上げられた。このことから留学生制度との違いが就学

生受け入れ政策への不満(問題点)をもたらす原因でも

あることが窺える O 冒頭で述べたように来日の初期段階

ということで就学生が抱えている適応の問題はより大き

「日本では幼稚閣さえも悶から助成金をもらっている

のに、日本語学校はもらっていない。また、学費も専門

学校や大学と比べ半分くらいである。それ故、経営が厳

しくなり当然多くの職員を採用できず、学生一人当たり

の教師数が少ない。これは日本語学校の最大の問題だと

思う O また、食堂を作ってコックを雇い、安くて健康的

な食事を学生に提供したいが、現在は経営がぎりぎりに

なっているのでできないj

①就学生受
け入れ政策

表1.7 r就学生市Ij皮への~~妥J についての問題点及び、改善姿求

問題点

ム0羽:寺主主主{立学刻がない(5人)

ム0'学資免除がない(3人)
ム0多くの学生祭が就学生を受け入れていない

(4人)

ム大学とよとべて、日本総学校の就学生への奨学
金が緩めて少ない(6，、)

一紋留学生 |ム大学と比べて、日本語学校の就学生に対する
との土と絞 | 管理が厳しすぎる(5人)

就学生に特
有な政策

ム就tJ.f:.生は大学:にいる官学生とピザが迷う(4 
人)

ム就学・2ミ{立大学にいるfg今生と医療保険が迷う
( 2人)

ム就学生のアルパイト時間に対する紛約が厳し
い(6人)

0入間務査が色、に厳しくなる場合もある (3人)
く〉現夜の規定は経済関ばかりに!ヨを向けている
が、学生の学力を見ていない(2人)

く〉特定の地域の人を受け入れないことがあるは
人)

く〉留学生試験には総会科目があり、経済、政治、
1lI:史、倫理社会など純I'Dが広くて刺かい内務
がUJMされる(1人)

改議姿;j(

ム0就学生と留学生の政策
を一本化すべきである
(15人)

。守主力がi~jj い学1:を入れる
ようなシステムを作るべ
きである(5人)

。惚学生試験を改善すべき
である。外間人が主11らな
くてもよいことは、試験
からなくしてほしい(1 
人)

。免税してほしい(1人)

。館員1保険料を免徐してほ
しL、(1 人)

く〉民間のアパートを依りる
l時に礼金、敷金を免i徐し
てほしい(1人)

:l){ij学生全体への支緩 。来日留学生全体{こ対するサポートがィ、j乏して IO-~I;の銀行では臼本に G
いる(7人 か月以上滞在しないと[:1
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「施設の不備や教師の質の問題は、日本語学校の経営

の不安定さに起因する。例えば、日本では私立高校なら

定員が 500 人~ 600人で 1クラスは 40人で、ある。これ

に対して、日本語学校は定員がそれほどになるのは難し

いし、 1クラスの人数も 20人程度としているので、コス

トが高くなるのは一目瞭然である。この問題を解決する

ために、補助金あるいは 500人程度の規模にできるよう

な政府のサポートが必要である。加えて、一定の規模の

人数を保証するために、入管のサポートも必要である。

現在のところ、入管政策の変化が激しすぎるし、一人の

問題学生が出たら、同じ学校の全ての学生に対する評価

が悪くなる O 書類による審査恭準の安定化や、評価基準

の改定が期待されるJ
以上により、就学生に対するサポートに関する諸問題

の原因には、政府の施策というより深い背景が存在する

ことが示された。しかも、「入国審査が急、に厳しくなる

ことによって、就学生が日本で安心して勉強できなくな

ることもあるjという卒業生の自答に示されているよう

に、入管政策の変化は就学生のストレッサーにもなりう

る。従って、就学生に対するサポートを根本的に改善す

るためには、日本語学校の自助努力だけではなく、日本

政府による就学生受け入れ政策も同時に改善されるべき

であると忠われる O

6.結論と考察

本論文では、来日留学の初期段階にある就学生に着目

して、彼らへのサポートに関する問題点及び改善要求に

ついて面接調査を行った。調査に当たっては現役 10名、

卒業生 24名、関係者 12名を対象とした。これによって

日本語学校及び留学生制度の 2側面について、就学生へ

のサポートの問題点及び改養要求が得られた。以下これ

らに関して考察を述べる。

まず、今国の調査ではサポート源として日本語学校を

設定していなかったにも関わらず、日本語学校のサポー

トに関する意見が圧倒的に多かった。その理由としては

冒頭に述べたように、就学生は来日の初期段階にあり、

サポート源が乏しいなど不利な状況に置かれているの

で、最も身近な存在である日本語学校に対してより多く

のサポートを求めているという事情が考えられる C

しかし残念ながら、現状の日本語学校はこのような就

学生のニーズに十分対芯できるようになっているとは考

えにくい。なぜなら、就学生が抱える問題に対する支援

は、片手間の支設に過ぎないからである(伊能， 2004) 0 

また、日本語学校の提供するサポートと就学生の必要と

するサポートとの聞にはギャップが存在するという現状

もあるほ十久保， 2008)。

以上のような理由から、今後日本語学校からのサボー
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トをより充実させる必要があると結論付けられる。これ

に関しては、具体的にどのようなところに問題があるか、

そしてどのように改善されるべきかについて、本論文が

示してきた調査結果は多くの有益な示唆を含んでいると

いえる。

一方、留学生制度については日本語学校への要望ほど

窓見が多くなかったものの、これは就学生へのサポート

に関する諸問題のパックにある問題なので、より j主日す

べきであると思われる O 現在取り上げられている日本語

学校の就学生へのサポートに関する問題点は、日本語学

校の力だけでは解決されにくく、それを根本的に改善す

るためには、政!荷や地方自治体からの支援やそれらとの

連携が必要であると思われる C

また、本論文では方法上、工夫したことが 3点ある O

それを以下にまとめる。

l点自は、就学生へのサポートに絞ったことである。

日本語学校の在学期間は在日留学の初期段階にあるた

め、就学生に対する調査は極めて重要な意義を持っと考

えられる。一方、冒頭に述べたように日本では就学生へ

のサポートに関する調査はほとんどないので、本論文は

このような先行研究の問題点を補ったといえよう。

2点目は、質問紙調査ではなく面接調査の手法を使用

したことに加え、質問の設定についても回答内容の予想

を立てず、よりオープンなものを用いたことである。そ

れによって、これまで、の就学生に対する質問紙調査の回

答が一定の変数に限定されるという問題を克服すること

ができたと思われる。例えば、上記した郎・久保 (2008)

は質問紙調査で就学生が日本語学校に求めるサポートと

そこで受けたサポートを比較して日本語学校のサポート

が不足しているということを示唆したが、その原因につ

いては推測に留まっていた。これに対して、今回の面接

調査では臼本語学校の就学生へのサポートに関する多く

の問題点が明らかになっており、郎-久保 (2008)で得

られた結果についてその根拠を提供することができた。

また今屈の調査によって、日本語学校でのサポート環境

が整っていない現状には、政府の施策などの深い背景が

存在することも判明した。就学生へのサポートの問題を

徹底的に改善するために、このような潜在的な問題を発

見したことは重要な意義を持つ。これは今回の面接調査

の大きな成果といえよう。

3点呂は、現役、卒業生、関係者の 3者を商接の誠査

対象としたことであり、本論文の特徴といえる。調査で

得られた各方面からの意見によって、日本留学において

就学生らが抱える開題点及びそれを乗り越えるために期

待ーするサポートをより多角的な視点から把握できたとい

えよう。 例えば、日本語学校への要望のほとんどは現役

や卒業生から得られたのに対し、弘J学生制度への要望の

多くは日本語学校の関係者から得られた。このことから



日本語学校の就学生に対するサポートのあり方に関して

は、就学生と関係者との!習で着服点が異なることは明ら

かであり、経営者を対象者に取り入れるという本論文の

調査モ方法は有意義であるといえる O また、現役の田答と

本業生のそれとを比較すると、前者が日本語学校のサー

ビスのみに習まっていることに比べ、後者はそれに関す

る意見は勿論、大学との比較から導かれた朗容も多く現

れた。つまり、就学生へのサポートに隠して卒業生は現

役が持っている情報を包含しており、しかもそれ以外に

大学によるサポートとの比較に基づいた情報も持ってい

ることが示唆された。この結果は、卒業生が日本語学校

のみならず大学在籍経験もあるということから考えると

自然であろう。なお、本論文ーでは現役 10人を間接の対

象とした。決して多いサンプル数ではないものの、 10人

の現干支を面接したところ、その回答において内容的にそ

れ以上の新しい情報を抽出できなくなった。そのため、

その日寺点で十分な成果が得られたと判断し、現役に対す

る調査を打ち切った。

7. 今後の課題

i設f炎l二、今後の課題として次の 3つを挙げておく。ま

ず、今回の調査は中国大陸出身者に限定した。在日就学

生数に占める割合が高いという弱からいえば、これは有

意義な試みであろう O ただし、そのために調査結果も自

ずから眼定されてしまうので、他の国の出身者に適用で

きない可能性がある。これについては結果を解釈する際

に拡大解釈しないように留意すべきであるじ、他の閣の

出身者に関しでもf確認することが袈まれる O

第二に、今@]の調査は協力者の意見をまとめることに

よって就学生へのサポートの改善について情報を提供し

た。この方法によると回答者の意見が忠実に反映できる

というメリットがある民間、単なる不満あるいは理想化

しすぎて現実性に乏しいような意見でも取り上げられて

しまうというデメリットも併せ持つ。このように、問答

者の意見の妥当性あるいは実現可能性といった点につい

て、本高命文では価値判断を避けた箇所も多い。この点は

本論文，7)限界といってもよい。

そして第三に、来臼前サポートの問題がある O 今回は

幅広い文す象者を取り入れて調査を行ったが、そのうちの

関係者は日本側だけに、つまり取り扱ったのは来日後の

サポートのみに留まっている C より客観的に見れば、服

調な留学生活を送るためには米日前の準備も同程度に

要であろう。すなわち、中田側の関係者がこれから

する自国の若者をどのようにサポートすべきかという課

題も存干壬し得る c

以上、本調子Eで見られた議つかの問題点を取り i二げた

が、本長命丈はあくまでも中国人就学生へのサポートに関

就学生サポートの改務に向けて

する基礎研究にすぎない。冒頭で述べたように、就学生

に対するサポート諒査は不十分な状況にあるので、今後

研究をより深めていく余地があろう。本論文が何らかの

形でその礎となれば幸いである O
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